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子どもの保護者における食育周知度と実践との関連
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子どものうちに健全な食生活を確立することは、生涯にわたって健全な心身を培い、豊か

な人間性をはぐくんでいく基礎となる。このため日常生活の基盤である家庭において、子ど

もへの食育の取組を推進することは重要な課題である。そこで本研究では、家庭での食育に

関する理解が進むような適切な取組を立案するための基礎資料を得ることを目的とし、札幌

市内の一地域における保育所と小学生の保護者を対象とした食育に関する調査を行い、食育

の周知度と望ましい食生活の実践との関連を検討した。その結果、食育の周知度が高いほど、

望ましい食生活を実践している者の割合が多くみられたが、その一方で、朝食欠食の問題、

バランスの良い食事の頻度と行事食や伝統食を食べる頻度が低値であるという課題も明らか

になったことから、学校や保育所、地域社会とも連携して「周知」から「実践」へとつなが

る家庭での食育を支援する体制が必要であると思われる。
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１．はじめに

国民が生涯にわたって健全な心と身体を培い、豊な

人間性をはぐくむことを目的として食育基本法 が制

定され、「食育推進基本計画」に基づきこれまでの食育

は行われてきたが、依然として生活習慣病有病者の増

加、子どもの朝食欠食、家族とのコミュニケーション

なしに１人で食事をとる「孤食」が見受けられること

から、平成23年には「周知」から「実践」へというコ

ンセプトの「第２次食育推進基本計画」 が策定され

た。この中で、重点課題として、生涯にわたるライフ

ステージに応じた間断ない食育の推進、生活習慣病の

予防および改善につながる食育の推進、家庭における

共食を通じた子どもへの食育の推進という３つが掲げ

られている。家庭における食育の推進では、食生活や

生活習慣の形成時期である子どものうちに、生涯にわ

たる健全な心身を培い、豊かな人間性を育むための健

全な食生活を確立させることが重要である。豊かな食

生活や楽しい食事は、Quality of Life（QOL）を向上

させるため、五感を刺激する食事、盛り付けの美しさ

や香り、調和の取れた味や食材料、季節を楽しむといっ

た文化的な要素もできるだけ日々の食生活に取り入

れ、望ましい食生活の実践を積み重ねていくことが理

想である。しかし、依然として子どもの朝食欠食がみ

られ、一人で食べる孤食も少なくない。家庭での食育

の場として、家族や友人らと一緒に楽しく食卓を囲む

機会を確保することは重要であるが、生活習慣の多様

化とも相まってこの様な機会は減少傾向にある。本来

は家庭を中心として、食に関する情報や知識、伝統や

食文化について受け継がれていくものであるが、これ

まで家庭が維持してきたこのような教育力が低下して

おり、家庭での食育に関する理解が進むような適切な

取組が必要である。

一方、学校や保育所等は、子どもへの食育を進めて

いく場として大きな役割を担っており、子どもへの食

育は家庭の食育へのよい波及効果をもたらすことが期

待できるため、家庭や地域と連携しつつ、学校や保育

所で十分な食育が進められるように関係者は配慮しな

くてはならない。保育所での食育推進に関しては、平

成21年４月施行の保育所保育指針 に基づき保育の

一環として食育を位置付け、食育の計画を作成し、各

保育所の創意工夫により推進し、食を通じて健康な心

と身体を育て、人と関わる力を養い、伝承されてきた

文化の理解や郷土料理への関心、自然の恵みとしての

食材や調理する人への感謝の気持ちをはぐくむように

努めることが示されている。保育所における食育の実
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施に当たっては、保護者の協力のもと、保育士・栄養

士・調理員・看護師などの全職員がその有する専門性

を活かしながら、共に進めることが望ましい とされ

ているが、法的な栄養士の必置は保育所では定められ

ておらず、栄養士がいない施設が多い 。小学校におけ

る食育は、新学習指導要領に基づいて行われており、

衣食住などに関する実践的・体験的な活動を通して、

日常生活に必要な基礎的・基本的な知識および技能を

身につけるとともに、家庭生活を大切にする心情を育

み、家族の一員として生活をよりよくしようとする実

践的な態度を育て、食事の役割、栄養を考えた食事、

調理の基礎について指導すると示されている 。小学

校では食に関する指導の推進のため、栄養教諭や栄養

職員が配置されているが、平成24年度の栄養教諭の配

置状況は、北海道の小学校総数1176校に対し、414名

と足りていないのが現状である 。

限られた人材で学校や保育所での食育をより良いも

のとし、家庭の食育へのよい波及効果をもたらすこと

ができるようにするためには、食育に対する保護者の

意識や現在の食生活状況を把握することが必要である

と思われる。そこで本研究では、家庭での食育に関す

る理解が進むような適切な取組を立案するための基礎

資料を得ることを目的とし、札幌市内の一地域におけ

る保育所と小学生の保護者を対象とした食育に関する

調査を行い、食育の周知度と望ましい食生活の実践と

の関連を検討した。

２．研究の方法

札幌市内のＡ保育園に通う園児の保護者103名（有

効回答率80.6％、83名）と食育のイベントに参加した

Ｂ小学校に通う児童の保護者24名（有効回答率

79.2％、19名）を対象とし、平成24年６月から７月に

かけて留置法によるアンケート調査を行った。調査内

容は、①食育への関心について（２問）、②現在の食生

活・生活習慣について（２問）、③ふだんの食に関する

取組について（４問）、④回答者の属性（２問）を設け

た。これらの作成に当たり、内閣府食育推進室が行っ

ている食育の現状と意識に関する調査 を参考にし

た。分析には、統計処理ソフト IBM SPSS Statistics
 

21（日本アイ・ビー・エム株式会社）を使用した。幼

児と児童の保護者間で食育周知度や食生活の現状に異

なりがあるかどうかについてと、周知度と望ましい食

生活の実践との関連については、χ 検定を用いて解析

を行った。有意水準は５％未満とした。

３．結果

食育に関する調査結果を表１にまとめた。

食育についての周知度では、幼児と児童の保護者双
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表1 食育に関する調査

％（人)

幼児の保護者

n＝83

児童の保護者

n＝19
p値

Ｑ１．「食育」について

言葉も意味も知っていた 66.3（55) 73.7（14)

意味は知らなかった 32.5（27) 26.3（ 5) 0.761

言葉も意味も知らなかった 1.2（ 1) 0.0（ 0)

Ｑ２．「食育」に関心があるか

関心がある 47.0（39) 26.3（ 5)

どちらかといえば関心がある 50.6（42) 57.9（11)

どちらかといえば関心がない 2.4（ 2) 5.3（ 1) 0.013

関心がない 0.0（ 0) 0.0（ 0)

わからない 0.0（ 0) 10.5（ 2)

Ｑ３．朝食喫食状況

ほとんど毎日食べる 86.7（72) 84.1（16)

週に４～５日食べる 6.0（ 5) 5.3（ 1) 0.927

週に２～３日食べる 2.4（ 2) 5.3（ 1)

ほとんど食べない 4.8（ 4) 5.3（ 1)

Ｑ４．主食・主菜・副菜を揃えて食べるか

『朝食』

ほとんど毎日食べる 31.3（26) 36.8（ 7)

週に４～５日食べる 14.5（12) 21.1（ 4) 0.788

週に２～３日食べる 18.1（15) 15.8（ 3)

ほとんど食べない 31.6（30) 26.3（ 5)
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方とも、言葉を知っている者の割合（言葉も意味も知っ

ていた＋言葉は知っていたが意味は知らなかった）が

ほぼ100％と高率であり、両保護者間での異なりは見

られなかった。食育への関心度では、関心があるとす

る者の割合（関心がある＋どちらかといえば関心がる）

は幼児、学童の保護者でそれぞれ97.6％、84.2％であ

り、χ 検定の結果両者間での異なりが認められた。回

答者の属性を除くこの他の質問では、両者間に異なり

は認められなかった。

朝食喫食状況では、ほとんど食べないと回答した者

は両者の保護者で５％程度みられた。主食・主菜・副

菜を揃えて食べる割合では、朝食でこれらを揃えて食

べる者の割合が低く、夕食では、ほとんど毎日これら

を揃えて食べていると回答した者の割合が高かった。

食生活上の指針を知っている者の割合は低く、指針を

参考にしている者もおよそ半数と低い結果であった。

伝統食についても、ほとんど知っている者が幼児の保

護者で12.1％、学童では０％とかなり低く、家庭でよ

く食べると回答した者の割合も低かった。

食育の周知度別に朝食喫食の頻度を分析した結果、

食育の意味を知っていると回答した者は、朝食を毎日

食べる頻度が高かった（表２）。同様に、食生活上の指

子どもの保護者における食育周知度と実践との関連

『昼食』

ほとんど毎日食べる 60.3（50) 31.5（ 6)

週に４～５日食べる 10.8（ 9) 26.3（ 5) 0.096

週に２～３日食べる 18.1（15) 21.1（ 4)

ほとんど食べない 10.8（ 9) 21.1（ 4)

『夕食』

ほとんど毎日食べる 75.9（63) 78.9（15)

週に４～５日食べる 16.9（14) 15.8（ 3) 0.920

週に２～３日食べる 4.8（ 4) 5.3（ 1)

ほとんど食べない 2.4（ 2) 0.0（ 0)

Ｑ５．食生活上の指針等について知っているか（複数回答)

食事バランスガイド 47.0（39) 36.8（ 7)

食生活指針 12.0（10) 15.6（ 3)

日本人の食事摂取基準 42.2（35) 31.6（ 6) 0.648

６つの基礎食品 49.4（41) 52.6（10)

３色分類 49.4（41) 47.4（ 9)

Ｑ６．指針等を参考にしているか

参考にしている 49.4（41) 68.4（13)

参考にしていない 50.6（42) 31.6（ 6) 0.202

Ｑ７．伝統食・行事食について知っているか

ほとんど知っている 12.1（10) 0.0（ 0)

どちらかといえば知っている 56.6（47) 63.2（12)

どちらかといえば知らない 27.7（23) 36.8（ 7) 0.317

ほとんど知らない 3.6（ 3) 0.0（ 0)

Ｑ８．伝統食・行事食を家庭で食べるか

よく食べる 14.5（12) 5.3（ 1)

どちらかといえば食べる 50.6（42) 73.6（14) 0.274

どちらかといえば食べない 30.1（25) 21.1（ 4)

食べない 4.8（ 4) 0.0（ 0)

Ｑ９．性別

男性 1.2（ 1) 0.0（ 0)

女性 98.8（82) 100.0（19) 0.814

Ｑ10．年齢

20－24歳 1.2（ 1) 0.0（ 0)

25－29歳 13.3（11) 5.3（ 1)

30－34歳 31.3（26) 21.1（ 4)

35－39歳 45.8（38) 26.3（ 5)

40－44歳 4.8（ 4) 26.3（ 5) 0.006

45－49歳 3.6（ 3) 0.0（ 0)

50－54歳 0.0（ 0) 0.0（ 0)

55－59歳 0.0（ 0) 0.0（ 0)

60－64歳 0.0（ 0) 5.3（ 1)

不明 15.7（ 3)

χ 検定
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針を参考にしている者の割合（表３）、伝統食について

の理解度（表４）、伝統食を食べる頻度（表５）も、食

育の意味を知っていると回答した者では、指針を参考

にしている者が多くみられ、伝統食についても理解し

家庭でも喫食しているという回答が多かった。

４．考察

食育を推進し成果を挙げるためには、まずは食育に

関心をもってもらうことが必要である。今回の調査結

果では、食育に関心がある者の割合は、幼児、学童の

保護者でそれぞれ97.6％、84.2％であり、幼児の保護

者では、第２次食育推進基本計画 での目標値90％以

上を超えていた。この結果より、幼児の保護者は食育

に強い関心をもっていることが伺え、適切な教育を行

うことで、家庭での食育の実践を促すことが可能であ

ると思われる。食習慣変容のために必要な知識、意欲、

技術をバランスよく身に付けるための教育プログラム

を立案し、「周知」から「実践」へとつながる支援を行

うことが望ましい。他方、学童の保護者では食育への

関心は、基本計画の目標値より低値であったため、関

心度や周知度を高めるための取組、支援が必要である。

食育の周知度別に朝食喫食の頻度、食生活上の指針

を参考にしている者の割合、伝統食についての理解度

や食べる頻度を分析した結果、食育の意味を知ってい

ると回答した者は、望ましい食生活を実践している者

表2 朝食喫食の頻度（食育周知度別)

朝食喫食の頻度
合計

毎日食べる 週に４～５日 週に２～３日 食べない

意味を知っている 64人 1人 2人 2人 69人

食育 意味を知らない 24人 5人 1人 2人 32人

言葉も意味も知らない 0人 0人 0人 1人 1人

合計 88人 6人 3人 5人 102人

χ 検定 p＜0.001

表3 食生活上の指針の参考（食育周知度別)

指針の参考
合計

参考にしている 参考にしていない

意味を知っている 45人 24人 69人

食育 意味を知らない 9人 23人 32人

言葉も意味も知らない 0人 1人 1人

合計 54人 48人 102人

χ 検定 p＜0.001

表4 伝統食についての理解（食育周知度別)

伝統食について

合計理解している ほぼ

理解している

あまり理解

していない

ほとんど理解

していない

意味を知っている 7人 46人 16人 0人 69人

食育 意味を知らない 3人 13人 14人 2人 32人

言葉も意味も知らない 0人 0人 0人 1人 1人

合計 10人 59人 30人 3人 102人

χ 検定 p＜0.001

表5 伝統食喫食の頻度（食育周知度別)

伝統食食べる頻度

合計よく食べる まあまあ

食べる

あまり

食べない

食べない

意味を知っている 9人 40人 19人 1人 69人

食育 意味を知らない 4人 16人 10人 2人 32人

言葉も意味も知らない 0人 0人 0人 1人 1人

合計 13人 56人 29人 4人 102人

χ 検定 p＜0.001

8

藤女子大学QOL研究所紀要：The Bulletin of Studies on QOL and Well-Being,Vol.8,No.1,Mar.2013



が多くみられた。この結果より、食育を実践するため

には、食育の意味をしっかり理解してもらうことが重

要であると言える。食育基本法成立の背景や日本の食

料事情などを広く紹介し、食育の意義を理解できる教

育が保護者にも必要であると思われる。その中でも、

特に我が国の食料需給の状況を理解し、食料自給率の

向上に資するために、伝統的な食文化や地域の特性を

いかした食生活の継続・発展、環境と調和のとれた食

料の生産および消費が求められることを知り、風土に

あった望ましい食生活が実践できる家庭を増やした

い。伝統的な食文化や食生活は、人々の精神的豊かさ

と密接な関係を有しており、先人によって培われた多

様な食文化を後世に伝えつつ、時代に応じた優れた食

文化を育んでいくことが重要であると思われるため、

今後は伝統食や地域の特性を生かした食生活を紹介す

る機会を設け、家庭での食育の実践につなげたいと思

う。

また、生活習慣の形成期における幼児や小学生の朝

食欠食が問題となっているが、本調査の結果では、子

どものお手本となるべき保護者の朝食欠食率（ほとん

ど毎日食べると回答した者以外）は、12～15％であっ

た。朝食欠食の理由としては、時間がないという回答

が多くみられるため、改善には生活習慣の見直しも必

要となる。朝食を食べることが良いことだという強い

動機づけや食関連のスキル、たとえば食品選択スキル、

調理スキル、楽しく食べるためのスキルなどが獲得さ

れなくては食行動へと発展しないと思われる。学習者

がスキルを獲得し、実践活動ができるような食育プロ

グラムを立案し、子ども同様、保護者の朝食欠食率も

０％を目標として支援することが望ましい。

５．まとめ

本研究では、家庭での食育に関する理解が進むよう

な適切な取組を立案するための基礎資料を得ることを

目的とし、札幌市内の一地域における保育所と小学生

の保護者を対象とした食育に関する調査を行い、食育

の周知度と望ましい食生活の実践との関連を検討し

た。その結果、食育の周知度が高いほど、望ましい食

生活を実践している者の割合が多くみられたが、その

一方で、朝食欠食の問題、バランスの良い食事の頻度

と行事食や伝統食を食べる頻度が低値であるという課

題も明らかになった。食習慣変容のために必要な知識、

意欲、技術をバランスよく身に付けるための教育プロ

グラムを立案し、「周知」から「実践」へとつながる家

庭での食育を支援する体制が必要である。
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